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２. 第二次世界大戦下のイギリス食料政策論




け, 食料政策の戦争遂行にとっての意義を以下のように強調する｡ すなわち, ｢食事のもたら
す心理的影響は戦争における最重要事である｣｡ 第一次大戦の経験から明らかなように, 栄養
不良 (         ) は無気力・無関心をもたらし, それは ｢敗北主義的精神｣ を生む１)｡ 戦
  
１. 第二次世界大戦までのオール
( ) 『食料, 健康, そして所得』 (    年) までのオール
( ) 国際連盟 『栄養問題委員会最終報告』 (    年)
( ) アスター, ローントリ 『農業のディレンマ』 (    年) と 『イギリス農業』 (    年)
( ) 第二次世界大戦までのオールの食料政策論 (以上  巻１号)
２. 第二次世界大戦下のイギリス食料政策論
( ) オール, ラボック 『戦時食料政策論』 (    年)
( ) 第二次大戦中の食生活と配給制度
【補論 全粒パン (             ) をめぐって】
( ) オール 『なんのために闘うのか』 (    年) と 『食料と国民』 (    年)
国内食料政策から世界食料政策へ (以上本号)
３.    初代事務局長としてのオール 世界食料委員会 (              )
４. パンの配給制,     年
５. 食料政策論におけるナショナルとインターナショナル, そして帝国
１) オールは開戦直後の論説 ｢戦時の栄養｣ (                                                  ) では, 栄養問題は平時よりも戦時の方が緊急の課題であり, ｢戦争勝利への [国民
の] 意思を維持するには, 国民の食事の量とともにその質が重要である｣ として, 健康を守る食料の
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時食料政策の目標は, ( ) エネルギーを生む食料 小麦, オートミール, ジャガイモ, 脂質,
砂糖 , ( ) 健康を守る食料 もっとも重要なものはミルクと野菜 の十分な供給であ
る｡ ( ) のうち小麦, 脂質, 砂糖はその多くを輸入に依存しなければならないが, 小麦はカナ
ダから, また砂糖は西インド諸島から, 安全な輸送ルートを通じて輸入が可能である｡ マーガ
リン用の脂質・油脂は現時点では十分な備蓄がある｡ ジャガイモとオートミールは国内で豊富
に生産されているし, 増産も可能である｡ ( ) のうちミルクは, 現在,   ％が加工用に使われ
ているが, その価格を １パイント１ ペンスに 引き下げて低所得層の飲用消費増加を
促す｡ 野菜は, 市民菜園や家庭庭園の活用で生産倍増が可能であるし, 缶詰工場の生産能力は  年夏にはフル操業になり冬季の野菜不足を補える｡ ただし動物用飼料は不足する｡ 飼料輸入
は栄養上の価値と船腹容量を考慮すれば期待できない｡ 家畜の中では, 乳牛は肉牛よりも５倍
の効率で人間用食料を生産する｡ さらに乳牛の主たる飼料である牧草は国内で生産可能である｡




著 『戦時食料政策論』 (                                                    ) であった｡ 本書は 『英国に於ける戦時食糧問題』 (戦時食糧パンフレット第四輯, 鈴木











なされればカロリー上は足りている｡ しかし戦時には, 兵士 １日    カロリーは必要
や重工業・農業労働者の増加, また失業の解消によって, 国民全体の必要カロリーは平時の５
～  ％増になる２) (                ‒  , 訳           ‒     ‒  ページ)｡
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生産と消費の増大の必要を強調した (      ‒   )｡
２) 戦時中は兵役, 労働に限らず日常生活でも ｢身体活動のレベルが大幅に上昇する｣, そのため必要
カロリー数も増加する｡                                                  
②国内での増産に関して ミルク, 野菜, ジャガイモを増産するべき｡
表１の食料輸入 (約    万トン) と表２の動物用飼料輸入 (約   万トン) とを合計すると,
年に約    万トン分の輸送船舶が必要である３)｡ しかし戦時には船舶は軍事物資輸送など他の
用途に転用されるし, 軍事物資などの支払いも増すので, まずは, 輸入食料を減らして国内で
の増産を図る必要がある｡ 表１より, 現状においてもっとも自給率が高いものは, ミルク (   






輸 入 合 計
国内
生産
輸 入 合 計
小麦 (小麦粉換算)               果物・ナッツ              
砂 糖               ミルク (生乳)      ―     
バター            野菜類             
チーズ            ジャガイモ              
卵             魚 類            
ミルク (コンデンス)             他の穀類            
牛肉・羊肉               その他             





国内生産 輸 入 合 計
濃厚飼料
穀類, 製粉残               
オイル・ケーキ ―          
その他            
牧草, 蔬菜, アルファルファ, 藁, 乾草               
根菜類, 緑野菜類      ―     
合 計                                           ‒  リジー・コリンガム 『戦争と飢餓』 宇丹清代美・黒輪篤嗣訳,
河出書房新社,     年,   ページ｡
３) 政府発表 (    ‒  年平均) では計約    万トンである｡ ここではオールとラボックのあげた数字
にしたがって検討をすすめる｡ なお戦争後半には, 食料・飼料輸入量は半減した     年には約    万トン ｡
はイギリスの土壌・気候に適した作物であり, 国内での増産が十分可能である｡ さらにこれら
３種の食料は ｢健康維持に必要な栄養素をすべて含んでいる｣｡ したがって, これらが十分供
給されれば ｢栄養不良｣ は生じない｡ なおイギリスの１人当たりのジャガイモ消費量は, ベル
ギーやドイツの半分である｡ ジャガイモは, とくに貧者の食事にあっては重要なビタミン 
の供給源であるし, 面積当たりの産出量からしても小麦の２倍の生産が可能であり, ｢食料不
足に備える最良の作物｣ である｡ ｢栄養学の権威はすべて, ジャガイモの消費増を推奨してい
・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・
る｣４)｡ こうして, ミルク, 野菜, ジャガイモの増産が最優先される必要がある (          ・     , 訳  ‒             ページ｡ 傍点は原文)｡
③輸入食料の優先順位について 小麦, 脂質 (バター, マーガリン) の輸入を優先すべき｡
ミルク, 野菜といった健康を守る食料やジャガイモと並んで, その供給が優先されるべきな











バター            
油脂, 獣脂 (バレル)           
砂 糖          
チーズ           
小麦 (嵩)          
乾燥果物           
ベーコン            
冷凍牛肉           






れたが, それは腐ったジャガイモの山を作った｡ 穀物の価格保証は円滑に行われたが, それは国内生
産の増加が輸入減少によって吸収されたからであるが, ジャガイモについては自給状態であったので
そうした条件はなかった｡ 第一次大戦中の食料政策について書いたベヴァリッジ (          )
は, ｢ジャガイモとともに, われわれは国際貿易以前の時代に戻ってしまった｡ 中世の時代の小麦の




ギーを生む食料が確保されれば ｢飢え｣ はない｡ エネルギーを生む食料のうち, ジャガイモ,
オートミールは国内増産が十分可能なので, 小麦, 脂質 (バター, マーガリン) の輸入が最優
先で確保されねばならない｡ 小麦, 脂質は１トン当たりの必要船腹量とそれから得られるカロ




いずれにおいても砂糖に劣るが, 健康維持のうえでは砂糖に勝る｡ 一方, ベーコン, 牛肉, 卵
は船腹容量とカロリー量の観点からは効率的ではないし, 栄養面からも ｢絶対不可欠｣ なもの
ではない｡ これらの輸入の優先順位は低い｡
動物用飼料については, 動物が人間用食料を生み, また人間用食料になるためにはその５～  倍の飼料消費を要するから, 飼料輸入は ｢不経済｣ であり極力制限されるべきである｡ 間接
的に人間の口に入る食料よりも直接に人間の口に入る食料の輸入を優先すべきである｡ そして,
たとえ戦前の    万トンの食料ならびに飼料輸入が   ～   万トンに減少したとしても, 小麦
粉 (戦前は   万トン), 脂質 (戦前は  万トン), そして砂糖 (戦前の   万トンよりは減少す
るが) の供給は可能である なお, 以上までのオールとラボックの議論で問題として残るの
は, ( ) 飼料輸入の   万トン, ( ) 牛肉・羊肉輸入の   万トン, ( ) 果物・ナッツ輸入の   
万トンをどのように補填するか, もしくは補填しないかということになろう｡ オールとラボッ
クは, ( ) 飼料については輸入減少分を国内での牧草・飼料作物増産で埋める努力をすること
を考え, ( ) 牛肉・羊肉については輸入減はやむをえず, 必要栄養素をミルクで補うことを考
えている｡ ( ) 果物については乾燥果物として重量を減らしたうえでの, とくに自治領・植民
地からの輸入を考えているが, 輸入減は避けられない｡ ただし, 輸入果物減によるビタミン 
の摂取減少をジャガイモ消費増が一定程度埋め合わせると考えている (             , 訳  ‒        ページ) ｡
④こうして, ミルク, 野菜, ジャガイモの増産と小麦, 脂質 (バター, マーガリン) の輸入
優先とが行われれば, われわれの食事は ｢スパルタ流の質素な食事｣ になるかもしれないが,
｢食料不足のために降伏を余儀なくされる必要はなくなる｣ (    , 訳  ページ) なお食
物史家オッデイ (        ) は第二次大戦中の食事について, 戦前より消費量が増えたのは




５)                                                                                                  
だけ増産すべきなのかを明確にしていない６)｡ ②③で述べたことから, 国内での増産の優先順
位は, ジャガイモ, 野菜, (ミルク増産のためにも) 輸入飼料に代わる飼料, そして最後に甜
菜, 穀類 (小麦, オート麦もしくは大麦) となる｡




うる｡ だが現在輸入されている約   万トンの濃厚飼料 (            ) を牧草・飼料作物の
増産で代替することは困難だから ｢すでに飼料は不足しているし, この欠乏は継続するで
あろう｣ , ｢畜産品は, 牧草と国産飼料作物で生産可能なもの……に限定されるべきであ
る｣｡ そしてこれら飼料は, なによりも乳牛に優先的に配分されるべきである｡ 人間用食料１
ポンド (重量) を生産するのに要する飼料量 (重量ポンド) は, 乳牛 ( ), 豚 ( ), 牝鶏 (  ),
食用牛 (  ) であり, 乳牛はもっとも効率的な動物である｡ しかも牛乳の栄養価はきわめて高







(               )｣ と ｢市場の保証 (                )｣ が与えられなければならな
い７)｡ 賃金, 地代など種々の生産コストの上昇に応じて当然に保証価格は引き上げられねばな
らない｡ この価格と市場の保証によって農業者への利潤が保証され, 増産が実現される｡ この
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６) ウェザムも言うように, 牧草地の開墾の後になにを作付するべきなのか 小麦やジャガイモなの
か, それとも飼料作物なのか について ｢戦争当初の数ヶ月間の農業政策には混乱があった｣｡ 開
戦直後は小麦やジャガイモの作付が強調されたが, 輸入飼料の不足がすぐに明らかになると,     年  月初めには, 作付は ｢農業者の良識｣ に委ねられることになった｡                              ‒                                こうして    年に開墾された約   万
エーカーの牧草地への作付は, オート麦  万エーカー, 大麦  万エーカー, 小麦４万エーカー, 他の
穀類  万エーカー, ジャガイモ  万エーカー, 飼料作物６万エーカー, 休閑  万エーカーとなった｡                                                                                        開墾地の作付をめぐる農業省と食料省の意見の対立については, 森建資
『イギリス農業史』 東京大学出版会,     年, 第４章 ｢戦時農業政策の展開｣ を参照｡
７) ｢保証された価格による販売の保証 (                                     )｣ という
言葉は,     年末の農相 (             ) の声明を経て戦時農業政策のキイワードとなり, 戦
後農業政策策定にも影響する｡ 森 『イギリス農業史』 前掲,    ページ｡
ためには, 政府が ｢食料の購入と卸販売との完全なコントロール｣ を戦争終結まで行うことが
不可欠である (     ‒   訳  ‒  ページ)｡
⑦食料政策としては, 価格と市場の保証によって増産された食料と優先的に輸入された食料
とを, 健康維持に必要な基準に基づいて, すべての国民に入手可能にすることが最重要である｡    ‒    年から    ‒  年にかけて, 消費増が著しかったのは, 卵 (   倍), 野菜・果物








れているが, これをさらに妊婦, 授乳中の母親に拡張すべきである｡ それに次ぐのが野菜, ジ
ャガイモ (エネルギーならびにビタミン の供給源として), オートミール (とくにビタミン １に富む) であり, 食用脂質と砂糖である｡ 政府はすでに食料補助金として年    万ポンド
の支出を発表したが, １億ポンドあれば以上の食料について健康基準に見合った消費が可能に
なる｡ 上記７種類の食料が消費できれば, 国民の食習慣に変化が生じるものの, 国民の健康に
重大な悪影響を及ぼすことはない｡ しかも食料のより平等な分配によって, 人口の３分の１を
なす健康基準以下の生活状態にある人々の栄養水準は向上する｡ こうして戦時国家にとっても
っとも必要な ｢国民を健康で肉体的に良好な状態に維持する｣ ことが可能となる (     ‒     ‒        ‒     ‒   訳  ‒      ‒           ‒       ‒   ページ)｡
以上によって, 『戦時食料政策論』 の内容は明らかであろう｡ 戦時平時を問わず, 国民を
｢最適栄養状態｣ にすることこそが国の食料政策の第一目標であるという立場に基づいて, し
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
８) オールは 『食料, 健康, そして所得』 (                                ) では, 人
口の２分の１が最適栄養基準以下の状態にあるとしていたから, ２分の１から３分の１へと基準以下
の人口は減少し,     年代後半における栄養改善は著しかったことになる｡ この点についてオールと
ラボックは,     ‒  年と    ‒  年とを比較すると, 国民の最下層の中で健康に必要な栄養成分, と
くにカルシウムとビタミン を十分に摂取している割合が,   ％から  ％に増加したことを指摘し
ている｡ カルシウムは学校給食, 保健所を通じたミルク供給増加に, ビタミン は肝油供給の増加
に, その摂取増加は起因する｡ 彼らは, ボーア戦争時の兵役不適格者の大量存在, 栄養不良による疾
病の存在, 高い幼児死亡率・結核死亡率が過去  年間, とくにこの５年間に大きく改善された事実に
対して ｢自国への一種の誇りの感情｣ を示した (     ‒   訳  ‒  ページ)｡
オールの以下の言葉を引用しておく｡ ｢家計が貧しければ貧しいほど, 健康を守る食料の消費は少






さらに留意すべきは, こうした戦時の食料コントロールを経て, 戦後の ｢よりよい社会経済組
織をもつ新世界の建設｣ の基礎がつくられる, と彼らが記している点である｡ すなわち, ｢戦
時に国民が必要とする食料は平時のそれと本質的には変わらない｣｡ 栄養基準に基づいた健康
を守る食料を貧者にも入手可能にすることが, 戦時の制約された条件下で実現できれば, それ
は ｢困難でしかも長期化が予想される戦後の再建｣ の見通しをつけることを意味した (        訳      ページ)｡ こうしたオールの主張は, 戦時の国民意識高揚のためのアジテーショ
ンではけっしてなかった｡ この点は後に明らかになる｡
なお 『戦時食料政策論』 では, 農産物に対する価格と市場の保証の必要が主張され, さらに
補助金による農産物価格の低位安定によって国民全体にそれらが分配されることの必要が説か
れたが, これは, 所与の供給量をいかにして国民１人１人に必要量だけ分配するのか (＝それ
・・
以上の購入を制限するのか), すなわち配給制度 (       ) をいかに構築するのか, を当然
に問題にすることになる｡ まさしく ｢平時においてもそうであったように, 戦時においても同
・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・
じく困難なことは, 食料の供給ではなくてそのいっそう平等な分配である｣ (     訳   ペー・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
ジ｡ 傍点は原文)｡ だがこの時点では, オールとラボックの配給制度全般に対する態度はきわ
めて懐疑的であった｡ 各人の所得が異なるのに, 同一量の食料の分配を保証する (しか保証し
ない) ためには, さまざまな不利益と不便とコストを伴う官僚主義的な配給制度の構築が必要
となるがゆえに, ｢配給計画は, なんらかの予期しえない惨事が生じた場合に実施されるべき
ものとして留保しておくべきである｣ というのが, 彼らの結論であった (     ‒   訳  ‒  
ページ)｡ 煩雑な, しかも高コストの配給制度を構築しなくても, エネルギーを生む食料と健
康を守る食料との価格を補助金によって低位安定させれば, 貧者もそれらを入手できると, 彼
らは考えた｡ 後に見るように, 戦時中に配給対象ではなかった (＝購入量に制限がなかった)




の戦時食料政策論の妥当性, 政策策定への影響を考えるためにも, この検討は必要である｡ な
お, 以下の数値などは主に                                                     ‒              に依拠する｡ 本文中に本書からの出所ページを示す｡
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Ａ. 以下の数字は, 戦前平均 (   ) と比較して    年に各イギリス市民に供給された各種食料
(外食分, 加工食料品, 流通過程・家庭での廃棄分をも含む) の比率 (平均値) 示している｡
○減少したもの
バター・食用脂質類 (  ), 砂糖 (  ), 肉・ベーコン (  ), 家禽・猟獣・魚 (  ), 卵・卵製
品 (  ), 果物 (含むトマト) (  ), 茶・コーヒー・ココア (  )
○増加したもの
パン・小麦粉・他の穀類 (   ), ミルク・乳製品 (除くバター, 含むチーズ) (   ), ジャガ
イモ (   ), 野菜 (含む豆類・ナッツ類) (   )９)
以上からわかるように, 肉, 魚, バター, 卵, 砂糖といった多くの人々が好む食料の供給が
減り, パン, ミルク, ジャガイモ, 野菜といった, オールとラボックの言う ｢スパルタ流の質
素な食事｣ をなす, ｢健康維持に必要な栄養素をすべて含んだ食料｣ の供給が増加している｡
その意味で戦時下でのホーム・フロントを効率的に支える食事になったと言える  )｡ しかも乾
燥卵や乾燥果物, 缶詰の肉・魚が導入され, ｢戦時のイギリスのメニューからは変化がなくな
り, 多くの伝統的習慣と嗜好は放棄されざるをえなかった｡ 量は維持されたが, 食事はますま
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
９) イギリス国民は, 週に    のベーコンかハム,     のバター,   ～   のマーガリン,    のチ
ーズ,     の砂糖,    ～    の肉, ２パイントのミルク,    の紅茶を配給として受けていた｡                                   訳   ページ｡ ちなみに, 合衆国, カナダ, イギ
リス市民への供給量比較では, ジャガイモ, 穀類を除いてほぼすべての食料でイギリスが最低であっ
た｡     年の合衆国市民 (   ) に対するイギリス市民へのそれの比率は以下である｡
ミルク・乳製品 (除くバター) (  ), 肉 (含む缶詰) (  ), 卵・卵製品 (  ), 油脂 (  ), 砂糖
(  ), 豆類・ナッツ類 (  ), トマト・柑橘類 (  ), ジャガイモ (   ), 穀類 (   )｡ ミルクは, 戦
前から合衆国での消費はイギリスを上回っていたうえに, 戦中の合衆国での消費の伸びがイギリスよ





員会 (                                 ) が, 全粒パン, 食用油脂, ミルク, ジャガ
イモ, オートミール, 野菜からなる ｢基本食事 (        )｣ ｢オールの非常食 (             )｣ と呼ばれた を提唱したことについて, それがきわめて不人気だったことを指摘してい
る｡ さらにハモンドはこう主張する｡ ｢基本食事｣ の提唱は輸入減少に対する不安を一掃するのに役
だったかもしれないが, 内閣も, 西部戦線でのドイツの勝利という開戦当初のショックから立ち直る
と, こうした提唱を採用することを嫌がった｡ ｢こうして専門家たちの提案のほとんどは, より 『フ
レキシブルな』 作付政策と呼ばれるものを採用することによって, 拒否された｣｡                                         ‒                                                         ‒                                             
す単調で味気ないものになった｣ (      ‒ )｡
こうした食料消費状況は, 戦時の輸入減少を国内増産で補填できなかったことの反映である｡
戦前平均 (    ‒  年) の年間食料・飼料輸入量は    万トンであったが,   年―    万トン,  年―    万トン,   年―    万トン,   年―    万トン,   年―    万トンと, 戦争後半に
は戦前の半分に減っている｡ とくに動物用飼料輸入は, 戦前平均の   万トンから  万トンに
激減した  )｡
Ｂ. 小麦, 大麦, オート麦, ジャガイモ, 甜菜, 野菜の国内増産は著しかった｡ 戦前平均から
戦時ピークへの変化は以下である｡
○小麦    万トン (作付面積   万エーカー) ―→   万トン (   万エーカー)
○大麦   万トン (同  万エーカー) ―→   万トン (   万エーカー)
○オート麦    万トン (同   万エーカー) ―→   万トン (   万エーカー)
○ジャガイモ    万トン (同  万エーカー) ―→   万トン (   万エーカー)
○甜菜    万トン (同  万エーカー) ―→   万トン (  万エーカー)
○野菜    万トン (同  万エーカー) ―→   万トン (  万エーカー)
と増加した｡ なお収穫量ならびに作付面積はそれぞれ戦争開始後３年目以降にピークを記録
している (       )｡ 耕地開墾キャンペーンの効果が開戦時の計画を大きく上回って生じた
のは, 戦争後半の       年になってからのことであった  )｡ 小麦は戦争中の平均では戦前の   倍, 大麦は   倍, オート麦は   倍, ジャガイモは   倍, 野菜は   倍の増産であった｡
オールとラボックは小麦の増産は提唱しなかったが ただし, 価格の低位安定のために補助
金を出すことを主張していた , それ以外の作物の増産は彼らの主張に沿った結果になった｡
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  ) なお,                                             ；小林茂 『イギリスの農業




におけるイギリスの食料供給』 (                                                                                              ) であった｡ スミスは以下の
ように述べる｡ すなわち, イギリスの農業生産額の３分の２は家畜ならびに畜産品であり, 牧草・飼
料作物の国内生産量と飼料作物の輸入量の比率は約４対１である｡ 飼料の輸入依存度は, ｢イギリス
農業が海外からの原材料の使用に依存し, 加工業 (                 ) 化しているその程度｣
を示している｡ そして牧草・飼料作物の国内生産量の半分以上が牧草であるから, 永久牧草地の開墾
による人間用食料の増産は牧草生産量の減少をもたらす｡ ｢飼料問題は, 食料増産という観点からイ
ギリス農業について論ずる場合に, もっとも困難な問題の一つである｣｡       ‒          ) 小林 『イギリスの農業と農政』 前掲,    ‒   ページ；                                    ‒              
Ｃ. 戦前 (    ‒  年) の各種食料・飼料の輸入量と輸入元 (  ％以上の国・地域の各割合)
は, 戦中 (    年) には以下のように変化した  ) (       )｡
○小麦・小麦粉    万トン (カナダ  ％, オーストラリア  ％, アルゼンチン  ％)
―→   万トン (カナダ  ％, アルゼンチン  ％)
○米・その他穀類・豆類 〈大豆を含む〉    万トン (カナダ  ％, インド・ビルマ・クチ
ン  ％, イラン・イラク  ％, ソ連  ％) ―→  万トン (合衆国  ％)
○動物用飼料    万トン (アルゼンチン  ％, インド・ビルマ  ％) ―→  万トン (ア
ルゼンチン  ％, 合衆国  ％)
○肉 〈ベーコン・ハム・缶詰肉を含む〉    万トン (アルゼンチン  ％, オーストラリア
・ニュージーランド  ％, デンマーク  ％) ―→   万トン (アルゼンチン  ％, 合衆国  ％, カナダ  ％, オーストラリア・ニュージーランド  ％)
○オイルシード, ナッツ, 油脂    万トン (エジプト・スーダン  ％, インド・ビルマ
・セイロン  ％, 英領西アフリカ  ％) ―→   万トン (英領西アフリカ  ％, インド・
ビルマ・セイロン  ％, アルゼンチン  ％, 仏領西アフリカ  ％)
○砂糖    万トン (キューバ・   ドミンゴ  ％, オーストラリア  ％, モーリシャス  
％) ―→   万トン (キューバ・   ドミンゴ  ％)
○酪農品   万トン (大陸ヨーロッパ 〈含むソ連〉   ％, オーストラリア・ニュージーラ
ンド  ％) ―→  万トン (合衆国  ％, オーストラリア・ニュージーランド  ％)
○果物・野菜 〈缶詰を含む〉    万トン (ヨーロッパ 〈含むチャネル諸島・ソ連〉・カナ
リー諸島  ％, 合衆国  ％) ―→  万トン (合衆国  ％, ヨーロッパ 〈含むチャネル諸島
・ソ連〉・カナリー諸島  ％, 南アフリカ  ％)
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
  ) 一見して, 戦前には, 自治領・植民地, また通商条約締結国 (アルゼンチン, デンマーク) からの
輸入が大きかったことがわかる｡ アスターとローントリは    年に, ｢小麦は大部分が帝国内貿易
(                 ) に入る商品である｣ と書いたが, 他の多くの食料についてもほぼ同じこと
が言える状況にあった｡                                                                                                   この状況を生むにあって寄与したの
が,     年のオタワ協定による英帝国特恵関税体制であった｡ こうした事情が彼らの農業保護主義批
判の前提にもなっていた｡ すなわち, 帝国からの安定的食料供給を前提としたうえで, 帝国外に対す
る保護を批判できる余地が拡大したと考えられる｡ なおオタワ協定の以前に, 帝国特恵派のメルチェ
ット卿は, 以前は英帝国全体で小麦は自給できなかったが,     年には小麦自給を達成している,








とも激しく, また国内増産の効果が表れるのは戦争後半であったから, ｢    年の春は, 国民
の食事は戦争全期間中の最低平均水準に低下した｣｡ そしてこの状況を救ったのが,     年３
月のアメリカでの武器貸与法 (                ) 成立であった｡ これによって    年に
は   万トンの食料がイギリスに輸入されたが, これは全食料輸入量の  ％をしめた｡ また    年には同法による食料輸入は約   万トンに増加した｡ とくに動物性タンパク質と脂質の
消費量に占める武器貸与法による供給は  ％程度に達している  ) (    ‒     )｡ さらに武器
貸与法成立を機に,     年５月には第１回英米食料委員会 (                            ) が開催される｡ 以後この委員会は定例化され, イギリスへの食料輸入を英米両国で
管理する ｢連合食料ボード (                   )｣ の成立 (    年６月) につなが
る なお,     年  月には, カナダが連合食料ボードに参加する   )｡
ハモンドは, 武器貸与法が食料供給のもっとも厳しい時期に成立したという, そのタイミン
グの良さを指摘するとともに, 以下のようにその意義を強調する｡ すなわち, これによってド
ルでの支払いを考慮することなしに食料輸入が可能になり, さらに, オールらの言う ｢スパル
タ流の質素な食事｣ ハモンドの言葉では ｢農民のような食事 (                )｣
を国民に強いることなしに, 船腹節約が可能になった｡ 武器貸与法によるチーズ, 粉末卵,
缶詰肉・魚, さらに濃縮オレンジジュースの供給は, 人間が直接消費する食料である小麦, ジ
ャガイモ, ミルクの増産に国内農業を集中することがもたらしたタンパク質や果物の不足を補
い, 国民の ｢モラルと産業上の能率｣ を維持し, 戦争勝利に向けたイギリス食料問題に対する
｢唯一可能な解決策｣ を提供した  ), と｡
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  ) ただし, アメリカの農産物輸出は       年では農業不況が続いた  年代のなかでもその最低水準
にあり, この意味で武器貸与法は, アメリカの参戦以前には ｢実際は余剰農産物の処理機構として機
能した｣｡ 山本和人 『戦後世界貿易秩序の形成』 ミネルヴァ書房,     年,    ‒   ページ｡  )                                                                                                                        ‒    日本の真珠湾攻撃
(    年  月) によって戦線が太平洋に拡大し, オーストラリアからの食料が太平洋戦線に向けられ
ることになり, イギリスへの供給は減少した｡ このため    年１月には, アメリカに対して, ｢『イギ
リスが現存の [食料] 供給量を維持できるように』, 一定枠の範囲でアメリカの消費を制限すること
を, 要請しなければならないかもしれない｣, という状況であった｡     年の食料・飼料輸入は戦時
の最低を記録する｡                                      )                                     ‒               ‒                                                                       もっとも, ソーセー
ジの入った缶詰の人気は高かったが, 粉末卵, 加工チーズはいただけなかった｡                                        訳       ‒   ページ｡
②小麦・小麦粉輸入の減少分 (   万トン→   万トン) が国内増産分 (   万トン→   万ト
ン) で埋められ, さらに製粉歩留まり率の引き上げによって, １人当たり消費量は (他の穀類
を含んでだが) 戦前比   ％に増加している｡ この結果, 小麦粉・他の穀類の自給率は, 戦前
の  ％から  ％に増加した (       )｡
戦争中は, パンはとくにその重要性を増す｡ 他の食料が全体として減少するなかで, パンは
もっとも重要なカロリー源であり, タンパク質, ビタミン １の主要供給源でもあるからであ
る｡ しかもパンは所得格差が消費格差に反映しない基本食料であるため, 低所得層ほど依存度
が高い食料である｡ このため, パン, 小麦粉は配給対象にはならなかった｡ パンが配給対象に
・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・
ならなかったのは, 第二次大戦中の交戦国の中ではアメリカ, カナダとイギリスだけであった｡
小麦輸入国としてはイギリスのみである｡ オールの言葉を引用したい｡ ｢幸いなことに, パン,
ジャガイモ, オートミール, 野菜, そして他のそれほど重要でない食料の配給制は必要でなか





べていた｡ すなわち, ( ) パンに対する政策は他の食料へのそれと多くの点で異なっていた｡
パン政策の基本は, パンへの需要を制限することなく, それへの需要すべてを遅滞なく充たす
ために, つねに十分な量の小麦供給を維持することにあった｡ ( ) 国内での小麦増産と輸入の
維持に加えて, 小麦製粉の歩留まり率の引き上げ, さらに穀物の産業用・醸造用・家畜飼料用
としての使用の制限によって, 小麦粉供給を維持するとともに, 他方でパンへの補助金によっ
てパン価格を低位安定させた｡ ( ) 高騰していたパン価格を引き下げるために, 政府は    年
９月以降  年末まで, 総額１億    万ポンドをパン・小麦粉への補助金として支出した｡ これ
によって, ４ポンド (重量) パンの価格は,     年春には１シリングに高騰していた 戦前
には５ ペンス が, ９ペンスに引き下げられた  )｡ 補助金がなければパン価格は上昇し,
賃金をいっそう上昇させたはずであった｡ ( ) この結果, 国民はパンの浪費を避け可能な限り
の消費の節約を強いられたかもしれないが, 自分たちが欲しまた自らが支払いうるだけのパン
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
  )                                                                                                                                                                                                  (                                      ) [  ]                                                     ) パン補助金総額は, 戦争後半期 (    年度～    年度) の総歳出 (各種軍事支出・国債費を含む)  億    万ポンドの約２％弱にあたる｡                                                                                             
を持つことを, 阻止されることはけっしてなかった｡ パン・小麦粉の消費量は, 戦時の方が平
時よりも大きかった｡ これはドイツでのパン消費が戦中に約３分の１減少した (せざるを得な
かった) のとは対照的である｡ 十分な量のパンは, 他の食料の不足を埋めるためにつねに利用
可能であるべきだった｡
ベヴァリッジは, 戦時中の食料統制全般について, 以下のように示唆に富む教訓を記してい
る｡ すなわち, 消費者がもっとも良い状況におかれるのは, ( ) 供給が豊富で競争が存在する
(                 ) 時｡ 次に良いのは, ( ) 供給が不足でコントロールがなされる
(                      ) 時｡ 最悪なのは, ( ) 供給が不足で競争が存在する (                         ) 時である, と｡ パンを配給にしない (＝競争が存在する) ため
には, パンの供給をなんとしても豊富にする必要があった  )｡
第二次大戦中においても, 配給対象から外し補助金によって価格を低位安定させるというパ
ンに対する政策は, パン消費の増大をもたらした｡ パン以外の多くの食料が配給制に服した    年７月に, 『エコノミスト』 誌は, この３カ月の間にパン消費量が  ％増した理由として,
端的に ｢他の食べ物が減ったので多くのパンが食べられている｣ と表現した  )｡ 戦争中の小麦
粉・パン・オートミールへの補助金総額２億    万ポンドは食料補助金総額の約３分の１を占
め, ４ポンド (重量) パンの価格は補助金がなかったならば１シリング１ペニーであったはず
のものが９ペンスで販売されていた (     ‒  )｡ パンへの補助金というオールらの主張は実
現され, エネルギーを生む食料消費は維持された｡ 国民１人当たりのパン消費量は, 最高値で
週  キロに達した  )｡ 戦前に比して, カロリーならびにタンパク質の点で摂取量が大きく増




かに少なかった のはなぜか, と問いを立て, 以下のように答えている｡ すなわち, 食料監督官
(             ) として食料コントロール体制をしいたロンダ卿 (           ) が言ったよ
うに, イギリス国民は, ｢制限がすべての人々に対するフェア・プレイの必要条件 (                                ) だ｣ と考えられる限りは, あらゆるコントロールと制限に耐える用意
があった｡ そして自由 (      ) と正義 (     ) に関して言えば, 英国民は, 戦争の中で ｢選択
を余儀なくされて, 自由の前に正義を選んだ｣ ことで, ｢第一に置いた正義とともに, 第二に置いた
自由の最大可能なシェアを得たのである｣｡ ｢原則として自由に対する制限は認めるが, すべての人々
に平等 (      ) に課せられずに, ある人もしくは一階級にのみ課せられる制限は, 神聖なる正義
の名において認められないとすることは, たとえもっとも無慈悲な官僚やもっとも陰険な独裁者が実
際に制限を課すとしても, 制限の数を抑えるもっとも効果的な方法である｡ ……正義はその背中に自
由をのせて運ぶことができるが, 自由は正義を運べない｣ (      ‒   )｡  )                             なお 『エコノミスト』 は, パンの浪費を抑えるためにパン
の配給を主張しつづけた｡                                    ‒                            )                                                                
えたのは, 小麦粉ならびに他の穀類であった｡ これらからの摂取量 (１人当たり１日) は, 戦
前は約   カロリーであったが戦中 (    年) は    カロリーに, タンパク質は戦前には約  
グラムであったが戦中は  グラムに増加している (     ‒  )｡
③ここで全粒パン (             ) 問題についてふれておく｡ 小麦粉供給維持のため
に製粉工程での歩留まり率は, 戦前平均の  ％から    年春には  ％に引き上げられ, さらに    年３月には  ％となった 戦争終盤には船舶事情が改善し, それは    年  月に   ％
に,   月に  ％に引き下げられた (    ) ｡ こうした歩留まり率引き上げによって, 一
定量の小麦から得られる小麦粉の量はその分増大した (他方, 飼料用の麸・胚芽はそれだけ減
少し, 飼料不足に拍車をかけた)｡ だがこうした歩留まり率引き上げはたんに小麦粉 (人間用
食料) 供給増大のために行われたのではなかった｡ そこには栄養学者からの引き上げ要請があ
った｡
【補論 全粒パン (             ) をめぐって】 麸や胚芽を除去した低い歩留まり率の
小麦粉から作られる白いパンには, ミネラルやビタミンといった栄養成分が除去されているの
で, 白パンは栄養上の観点からは望ましくない, という批判は古くからあった もちろん,
ビタミンの発見は  世紀のことだから, そうした用語は使われなかったが ｡ マッカンスと




(便通を良くするなど) 上・栄養上の理由に基づいて行われていた｡ さらに全粒パンは ｢自然｣
に適うものであるが, 白パンは ｢放縦と奢侈｣ を意味するという主張もなされた｡   世紀の終
わりには, ｢もしあなたが健康を大切にし, 自然 (      ) を忘れないでおこうとするならば,
荒挽粉 (           ) から精白粉 (        ) を分離してはいけない｣ と主張されてい
た  )｡ また    年には, ｢パンは他の財よりも生命にとっていっそう必要｣ なものであり, そ
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
                                                                                    半世紀後の    年代には, 週１人当たりのパン消費は, 戦中の最高値の約３分
の１の   グラムであった｡ ちなみに  世紀前半には, 人々は１日に１ポンド (   グラム) かそれ以
上のパンを食べていた｡                                         なお戦時の食料
として, カロリーのみならずタンパク質源としての小麦の重要性を強調したのが, ラッセル卿であっ
た｡ 彼は, 戦時の食事ではカロリー的には足りているがタンパク質が不足していることを指摘し, こ
の点で ｢戦時の食事において小麦ほど重要なものはない｣ と主張した｡ 肉消費の減少が前提になって




重要で良質の性質｣ の意義を訴えたのである  )｡ さらに  世紀初頭には, 小麦を挽いてパンに
焼くと澱粉に含まれる栄養価が減少するので, 小麦は煮て食すべきである, という批判があっ
た  )｡   世紀中葉には医師カール (      ) によって, イギリス国民の不健康と虚弱の多く
は過度に精白した小麦粉 (            ) からつくられるパンを日常的に食べていること
から生じている, それは年々病気の種をまき, いわば ｢一種の進行する自殺行為｣ を行うに等
しい, 全粒粉と精白粉とでは栄養上大きな違いが存在する, ｢ブラウン・パンは失われたエネ
ルギーを回復する最良の手段である｣  ), という主張がなされた｡









増加させ, 国内畜産拡大のための基盤の一部を提供した｡ 他方でこれは, 人々の白パンへの欲
求に応えるものでもあった｡
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
                                      から｡  ) [                  ]                                                                                                        ‒         ) [         ]                                                                                                                                                                                                                                   ‒     )                                                                                                                                ) 石挽の小麦粉は, ｢今日購入される小麦粉とはその性質において明確に異なり, 栄養価に富むもの
であった｡ 今日購入される小麦粉は, 回転する石の間で挽かれるのではなくて, 一連のローラーの間
で小麦を押しつぶす (       ) ことで作られる｡ ローラーによる圧搾 (             ) では,
多くの高い栄養成分を含む胚芽……は, 円盤状にぺしゃんこになり, 穀物の大部分をなす澱粉質部分
のように, 微粉状にはならない｡ したがって, 押しつぶされた穀物が篩
ふるい
にかけられるときには, 胚芽





める運動が生まれることになる｡     年に設立された ｢パン改革同盟 (                    )｣ がそれである｡ ｢パン改革同盟｣ は, ｢全粒パンは自然が与えた真の生命の糧 (                                     )｣ をスローガンに ｢パンが白くなればなる
ほど, それに含まれる栄養価は低くなる｣ と主張した  )｡ そしてこの運動に対して新聞各紙は,
｢パン改革同盟｣ と ｢反穀物法同盟 (                     )｣ とを結びつけて, 以下
のように論評した｡
『デイリー・ニュース』 紙 (    年  月  日) ｢反穀物法同盟｣ が ｢パンへの税｣ に反
対したのとはまったく異なった目的を ｢パン改革同盟｣ は実現しようとしている｡ 前者の目的
は ｢パンへの課税システム｣ の改革であったが, 後者のそれは ｢パン自体｣ の改革である｡
『デイリー・クロニクル』 紙 (    年  月  日) ｢ブラウン・パンはかならず劣質な小
麦粉から作られているという, 広く普及した信念が多くの人々の心中に存在することは確実で
ある｡ こうした観念はとくに最下層階級の中で有力である｣｡
『スタンダード』 紙 (    年  月  日) ｢パン改革同盟｣ がやろうとしていることはリ
チャード・コブデン (            ) がやったことと同じ課題に直面している｡ ｢コブデ
ンはわれわれに安価なパンを与えてくれた｣｡ ｢パン改革同盟｣ は ｢われわれに全粒パンを与え
ようとし, それを食べるようにわれわれを説得しようとしている｣｡ だがコブデンの場合のよ
うに, ｢１シリングではなくて６ペンスのパンを買ったほうが良いということを人々に説得す




｢パン改革同盟｣ はのちに, ｢パンと食料改革同盟 (                            )｣
と改名するが  ), 全粒パン復活運動は,   世紀初頭の関税改革運動に関連して, 栄養学の新知
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
  )                                                                     [    ]    図書館所蔵｡  )                                                                                                      [    ]        同上｡  )                                                                                                                                            
同上｡ 改名が示すように, 全粒パンだけではなくて主要食料全体の改革が貧困・社会問題解決との関
連で主張されるようになった｡           
識を取り入れる形で高揚する｡ そしてここでの全粒パン復活運動では, ボーア戦争時 (    ～    年) の兵役不適格者率の高さが, とくにパン消費の大きい労働者階級の栄養不良問題と関
連付けて議論されていた  )｡





ホプキンス (          ) は, 『デイリー・メイル』 紙のインタビューのなかで, 全粒パン
に含まれ, そして白パンからは除去されている ｢未知の極少量の食物物質 (                                                                   )｣ の存在が, 穀物に含
まれる栄養を十全に摂取可能にしていると述べ, ｢未知の食物物質｣ の重要性を指摘した｡ こ
れは事実上ビタミンを示唆するものであったが, 『デイリー・メイル』 はこれを ｢食料科学の
革命 (                         )｣ (                         ) と持ち上げ






学雑誌 (                  )』 も    年の論説で, 白パンと全粒パンの栄養上の相違
はごく僅かであり, しかも人間の消化能力の制約によってその差はゼロに近づく, と結論づけ
た｡ さらにホプキンスと同じケンブリッジの農学者ウッド (        ) は, 胚芽に含まれ
る ｢未知の食物物質｣ がタンパク質やエネルギーという言葉では表現されない, ｢特別の性質｣
を与えていることを認めながらもこう主張した｡ すなわち, 国民の食事の半分はミルク, 肉,
野菜などであり, ホプキンスの言う ｢未知の食物物質｣ もそれらに含まれると考えられる, そ
して国民の栄養改善の観点からは, ブラウン・パンに切り替えることよりもミルク, 野菜など
の消費の増加こそが望ましく, ｢パンの選択は個人の嗜好に委ねてよい｣  ), と｡ 自由貿易下で
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  





課題となった｡ すなわち, ｢戦時の小麦の世界的欠乏が [全粒パンの栄養上の優位という] 問
題を完全に変えてしまった｣  )｡ ウッドとホプキンスも参加した ｢王立協会食料 (戦争) 委員







ウッドとホプキンスの共著 『戦時の食料節約』 (    年) も, ｢健康な食事は……人為的な処
理を受けていない自然の食材を適切な割合 (                                 ) で
つねに含んでいるべきである｣ と述べ, 白パンなど人為的な処理をされた食材は ｢特定の不可







  )                                                    ) ｢王立協会食料 (戦争) 委員会｣ は, パンの配給制導入に強く反対した｡ 労働者階級の食費中少な
くとも半分がパンに支出されている現状において, パンの配給制を実施すれば, 彼らは十分な栄養を
摂取できない, というのが最大の理由であった｡ 労働者家庭は乏しい収入の中で, タンパク質もカロ
リーも最大限に摂取できる食料としてパンを購入しているのであり, この点でパンこそがもっとも安
価で効率的な食料であった｡ ホプキンスは    年の論説で, ｢貧者は市場での下手な購買者だと想定
することは……大きな間違いである｡ 反対に, 彼らは非常に上手な買い物をするので, 自分の [乏し
い] 金で周りの中産階級とほぼ同じだけ [の栄養] を手に入れる｡ これは確かに栄養についての知識
に基づくものではなくて, まったくの必要性という生来の本能に拠るのである｡ だが, パンを安く
購入できるようにすることは必要である｡ イングランドでは, きわめて貧しい主婦は, 週１人当たり










ビタミン添加食品はマーガリン, 乳児用ミルクから始まり, トマト・ケチャップ, チョコレー
トとますます拡大した｡ こうした事態に対して賛否が示される｡ 食品業界をはじめビタミン添




学的偽物食材だと批判した  )｡    年７月  日下院で, 食料省議会セクレタリのブースビィ (             ) が, 食料
省は現在の (  ～  ％歩留まり率の小麦粉で作られる) パンへビタミン １を添加し, さらに
少量の塩化カルシウムの添加も予定していると提案した｡ 合わせて彼は, こうした ｢栄養強化
した白パン (                )｣ と  ％の製粉歩留まり率の全粒パンとは同一価格で販
売されるので, 国民はどちらかを選ぶことができると述べ, パンへの栄養強化は ｢前例のない
革命的方策｣ だと誇って見せた  )｡ 栄養強化白パンは    年６月から全国的に販売され,     
年４月の  ％歩留まり率の強制化 (＝精白小麦粉の禁止) までは,   ～  ％歩留まり率の小麦
で作られた栄養強化白パンと, 栄養強化のない  ％歩留まり率の全粒パン (ただし, その栄養
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  ) こうした状況を反映した論説が ｢パン｡ 健康対習慣｣ (    年  月) である｡ 匿名著者はこう述べ
た｡ 食料不足という ｢厳格な必要が [歩留まり率引き上げという] 方策を命じた｣｡ 一方, 専門家た
ちは, 全粒パンから得られる栄養上の利点について ｢偏見のない意見｣ を述べていた｡ 戦争終結によ
って ｢必要性は過去のものになった, だが栄養上の利点はなお存続している｣｡ 白パンへの愛着を支
えているのは ｢習慣そのもの｣ であり, ｢以前の過度に精白した白小麦粉に戻るようなことになれば,
それは公衆の責任である｣｡                                                          ‒      )                                                                                      )                                                                                                                                                            )                                                                               




し, 飼料減少の  ポンド (重量) につきミルク１ガロンが失われるから, タンパク質は大き
な減少をこうむり, 消化力の低下を考慮すればカロリーはほんのわずかの追加しか生まれない,
というのである｡ こうした主張に基づけば, 歩留まり率は現行の  ％のままで, そこにビタミ
ン １を添加し, 現状のミルク量を維持する方が全体としての栄養面でははるかに良い, とい
う結論になる  )｡    年４月からの小麦製粉歩留まり率  ％の強制化によって, ｢国民パン (              )｣ という名の全粒パンが生まれた｡ だが ｢国民パン｣ の成立は 第一次大戦の時と同
じく , 栄養学の専門家たちのアドバイスの結果というよりも, 船舶事情悪化がもたらした
ものだった｡ 製粉歩留まり率の引き上げについては,     年６月から開催された ｢食料政策専
門家小委員会｣ オールもメンバーであった でも議論されたが, ｢プラグマティズムが
栄養原理をつねに覆した｣｡ そして第３回小委員会 (    年) で歩留まり率  ％への引き上げ
が合意されたが, ｢食料省大臣は, 船舶事情がこうした方策 [歩留まり率引き上げ] を避けら
れないものにするまでは, 全粒パンを国民に食べるように強制することを嫌がるであろう｣ と
いう発言もなされた  )｡ ハモンドが言うように, 全粒パン導入に当たっての栄養学者の貢献は
｢副次的｣ であった｡ そして, 製粉歩留まり率は    年に   ％, そして  ％に引き下げられ
る｡ 船舶事情の改善がその背景にあった  )｡ さらに製粉技術の改善によって,   ％の歩留まり
率でも胚芽に含まれるビタミン １の大部分を保持することが可能になった｡ この結果, 白パ
ンの特徴を多く併せ持つパンが出来上がった｡ こうして ｢栄養学上の理念と船舶切迫と, 消費
者の周知の [白パンへの] 愛着との [三者の] 間の絶妙のバランス｣ が保たれたのである  )   )｡
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
  )                                                                          ‒      )                                           ‒      )     年２月以降船舶事情は好転した｡   年５月には対ドイツ潜水艦戦の勝利は明らかであった｡ 食料
積み荷船の撃沈率は前６カ月の９％からその後は１％以下になった｡ さらに国内での小麦の大豊作が予
想された｡                                                                 )                                                                                       ‒               ‒    マッカンスとウィドウソンは, 製粉歩留ま
り率の引き上げで国民の健康状態が改善したという主張は, ｢正しいかもしれないが, 時間上の前後
を因果関係とみなす主張 (                        ) でもあるかもしれない｣ と述べた｡ 適
切な表現である｡ 国民の健康の改善は    年の歩留まり率引き上げのずっと以前から始まっているし,




④肉, ベーコン輸入は オールとラボックの主張とはちがって 大きくは減らなかった
(ほぼ   万トン前後) が, 飼料輸入の激減が肉・ベーコン供給の減少を生んでいる｡ 国産牛肉
の生産量は    年の   万    トンから    年には  万    トンに減少した (    )｡ 動物用
飼料輸入の激減 (   万トン→  万トン 〈ただし, 注  ) で見たように, 小麦・オイルシード
の副産物は含まない〉) を, 国内飼料増産では埋めきれず, 肉・ベーコン輸入は缶詰も含んで
戦前水準を超えた (   万トン→   万トン) ものの, １人当たり消費量は戦前比  ％にとどま
った｡ なお, 肉牛頭数は戦争中も戦前水準をほぼ維持したが, 羊・豚・鶏頭数はそれぞれ大き
く減少している｡ 豚・鶏には人間用食料との競合が存在した｡
⑤動物用飼料の乳牛への優先的配分がおこなわれ, 乳牛頭数は戦前 (    年) の   万頭か
ら   万頭 (    年) に増加したが, 濃厚飼料の輸入減少のためにミルク総生産量はむしろ微減
であった  )｡ ただし, 飲料用と加工用の比率が戦中は前者に大きく傾き１人当たり生乳消費は
増加したが, 母親・児童・妊婦・病弱者などへの優先的配給 (配給量が多い) によって, それ
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された調査では, 白パンより良いという答えは,    ％から   ％に減少している｡ そして低所得層
ほど全粒パンを好まなかった｡ さらに, 戦後も継続してほしい食料政策については, 配給   ％, ミ
ルクの妊婦・幼児などへの優先配給    ％, 価格コントロール   ％なのに対して国民パンは   ％
にとどまった｡                                                                                                                                                                                                                                               ｢もっとも興味ある結果は, 全粒国民パンの
義務化から１年たったのに, 消費者の約半数はそれへの味覚を形成していないことである｣｡                                                                                                                                                
[    ]     いずれもタイプ印刷｡    図書館所蔵｡
ちなみに日本でも, 日中戦争長期化の最中,     (昭和  ) 年の大干ばつを機に朝鮮米移入が激減
するなか, 白米に比した栄養面の優位に基づいて七分搗米の導入が図られたが, 多くの国民はそれを
食べるのを嫌がり, 空瓶に七分搗米を入れて棒で突くことが広まった｡ 小田義幸 『戦後食糧行政の起
源』 慶應義塾大学出版会,     年, 第３章｡  )                                                                        訳   ページ｡  ) 乳牛１頭当たりの産乳量が減少したのは, 飼料構成の変化, すなわち栄養価の高い濃厚飼料の輸入
減少に起因する｡ 戦前 (    年) の飼料中の濃厚飼料の比率は   ％であったが,     年には   ％
に低下し, 濃厚飼料の消費量自体も戦前の６割に減っている｡ 小林 『イギリスの農業と農政』 前掲,   ‒   ページ｡ ｢乳量の多い改良種 [乳牛] は, タンパク質が豊富な濃厚飼料がないとたいして乳を
出さなかった｣｡                                   ‒   訳   ページ｡
以外の成人のシェアは減っている｡ またチーズも, 一部の労働者への配給が優先された (    )｡
⑥砂糖 (製糖) 輸入の半減分 (   万トン→   万トン) を, 国内甜菜増産 (   万トン→   
万トン) では埋めきれず, １人当たり消費量は戦前比  ％と大きく減少した｡
⑦配給制度について言及しておく｡ オールらの主張とはちがって, 開戦後すぐに配給制度は
始まった｡ 各消費者 (６歳以上の男女) は配給手帳 (                   ) を配布さ
れ, 各自が特定小売業者に登録し, この業者から配給対象食料を購入することが義務づけられ
た｡ 他に, 配給量の少ない, ６歳以下の児童用の配給手帳も作られた｡ 配給制実施の予告を経
て,     年１月からバター, 砂糖, ベーコン, ハムの配給 (週当たり一定量) が実施された｡
つづいて肉 (３月), 茶, マーガリン, バター, 料理油 (７月) が,   年になるとジャム, マ
ーマレードなど (３月), チーズ (５月) が配給に服した｡ これらは ｢均一配給 (              )｣ と呼ばれる｡ １人当たりの配給量が同じだからである｡ ただし, 配給量ならび
に価格は時々の事情で変化した｡
さらに    年  月から ｢ポイント配給 (            )｣ が実施された｡ 消費者は一定
ポイントの範囲内で, ポイント配給対象食料の中から選択して購入できた｡ 当初は缶詰肉, 缶
詰魚, 缶詰野菜から始まったが, 翌年には乾燥果物, 米, 乾燥豆, 缶詰果物, コンデンス・ミ




卵, ミルク, 魚は腐敗しやすく, 季節による供給変動も起きやすい食料であるので, 均一配
給にもポイント配給にも服さなかった｡ これらを厳密に配給すれば無駄が発生するし, 特定時
と場所で需要に応えるにも困難があった｡ ミルクについては, ｢ミルク供給計画 (              )｣ に基づいて,     年４月から妊婦, 授乳中の母親, 幼児に, さらに  月からは青年,
病弱者, そして学校など特定機関に優先的に一定量の供給が保証された｡ 優先的扱いを受けな
い一般消費者は残りのミルクを購入できるが, その量は確定していない｡ 一般的には彼らは冬
季には週１人当たり２パイント, 夏季には３～４パイントを購入できた｡ 妊婦, 授乳中の母親,
５歳以下の幼児への優先的配給量は手厚かった｡ 妊婦は, 優先的扱いを受けない一般消費者へ




２月時点では, 約   万人 (当該年齢児童の  ％に当たる) がこの制度によるミルク供給を受
けていた｡
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
卵の配給についても, ミルクと同じく, 妊婦らへの優先的配給が行われた｡ 一般消費者が購
入できる卵の量は変化したが,     年末の時点では, 平均して年  個程度の卵しか購入できな








公正なシェアを保証し, インフレを抑制するための決定であった｡ 小売価格安定のために, 流通




料補助金総額は,     年度    万ポンド,     年度    万ポンド,     年度    万ポンド,    年度１億    万ポンド,     年度１億    万ポンド,     年度１億    万ポンドと増加を
続けた｡ この結果, 家計の食料支出に占める価格コントロール対象食料の割合は上昇した｡    年には  ％であったが,   年以降は  ％に達した｡ こうした補助金増額のために, 食料価
格の戦前比での上昇率は  ％を少し上回る水準にとどまった｡ 第一次大戦時にはそれは   ％
にも達していたから, 価格コントロールは成功したと言える｡ 補助金内訳は, 小麦粉・パン・
オートミールが最多で補助金総額の約３分の１を占めた, 次いでミルク・ミルク製品が全体の
５分の１程度でつづき, 肉, ジャガイモ, 卵, 砂糖が主要項目をなした｡ オールらの言う, 優
先順位にほぼ沿った補助金支出がなされた (     ‒     ‒  )｡
(3) オール 『なんのために闘うのか』 (1942年) と 『食料と国民』 (1943年)
国内食料政策から世界食料政策へ




が生じ ｢社会不穏の時期｣ を経験する, と戦後の食料問題の発生を予想していた  )｡ またオー
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  )                                                                                    
ルは同年の別の論説では, 戦後のヨーロッパでの ｢深刻な食料不足｣ に対処するために, 戦前
の国際小麦協定のような生産・輸出制限措置ではなくて, ｢最適な健康と肉体のための人間的
必要｣ に基づいて, ｢戦前水準を大幅に超える食料生産の必要｣ を以下のように主張していた｡
すなわち, 戦前の ｢生産制限, 貿易制限, そしてその結果としての豊富の中の貧困という悪循
環を, 生産増加, 貿易増加, 生活必需品増加, そして貧困の撲滅という好循環に転換｣ するこ
とこそが世界食料政策の基本に置かれねばならない  ), と｡ オールはこうした主張を一連の著
作, 講演で訴え続けた｡ とくに世界の貧困の撲滅という主張は, 一部からは, ユートピアにす
ぎず ｢経済的見通しを欠く非現実的なスローガン｣ だと批判された  ) が, 彼の国際的活動の拡
大は確かに現実を動かす力となった｡
オールは    年後半,     年後半と二度アメリカに渡り, ワシントンで  ウォレス (           ) 副大統領,   ウェルズ (          ) 国務次官,   アチソン (           )
経済担当国務次官補といったアメリカ政府高官, さらには実業界の人々と会談し, 戦後早期の
食料・農業に関する国際組織設立を提案している  )｡ オールは１回目の訪米から帰国直後の手
紙 (    年  月 ・ 日) で, こう書いている｡ ｢彼ら [アメリカ政府] は, 生活水準を引き上
げ, 貧困を撲滅するための革命的計画を準備しています｡ ヒューマン・ニーズに基づく食料政
策は, 新世界建設のための明白な第一歩として彼らに受け入れられました｣, また ｢ワシント
ンの政府関係者は, ホワイト・ホールがとても追いつけないほどの規模で [新政策を] 実施す
る準備しています｡ だが, 農業と国際的なヒューマン・ニーズを結び付けるという真に大きな
動きこそが, 戦争終結時にわれわれに襲来する大混乱 (        ) から脱却する唯一の方法
だと, 私は確信しています｣  ), と｡ こうしたオールの活動の背景には英米間の戦争協力体制
の進展があったが, とくに以下の事実を指摘したい｡
第一は,     年８月  日のチャーチル (          ) 首相とローズベルト (          )
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
  )                                                      ‒    なお政府も,
ナチスのヨーロッパ新秩序宣言に対抗して,     年８月に ｢戦争目的委員会 (                  )｣ を,     年１月には ｢戦後再建問題委員会 (                               )｣
を設置し, 戦後の国内ならびに世界秩序に関する検討を開始している｡ 毛利健三 『イギリス福祉国家
の研究』 東京大学出版会,     年,    ‒   ページ｡ 『ベヴァリッジ報告』 (                                           ) の出版は    年  月である｡ 小峯敦 『ベヴァリッジの経済思想』
昭和堂,     年,   ・  章｡  )                                                    ‒                                                                ) オールはアチソンの世界食料計画に関する主張を評価し, 自身の世界食料政策論を明快かつ論理的
に提示するうえで大きな影響を受けた, と記している｡                                          )                                   [  ]                                             
大統領による大西洋憲章発表である｡ そこでは, 戦後 ｢公平な条件｣ での貿易への関与の保
証  ) とともに, 経済協力の十全な発展, そして世界のすべての人々を ｢恐怖と欠乏 (     )
から解放｣ することが謳われた｡ 第二は,     年６月９日に, 両者の共同声明で ｢原則的には,
イギリスと合衆国の全食料資源は共同のプールとみなされるであろう｣ と述べられ, ｢連合食
料ボード｣ の結成が確認されたことである｡ そこでは, 連合食料ボードの任務として, 両国の
食料の ｢供給, 生産, 輸送, 売却, 配分もしくは分配｣ に関する問題についての計画を策定し,




決定づけたことである｡ オールは同会議開始前の２通の手紙 (    年４月９日) にこう記して
いた｡ ｢この会議は重大な分岐点となります｡ これは戦争中に大西洋憲章や他の所でなされた
約束が守られるかどうかを決定するでしょう｣｡ また ｢この会議でなされることが, 諸国民が
協力し続けていくか, それとも反動勢力が愚かにも諸国民と諸階級を分断するかを決するでし
ょう｡ そして後者の場合には, われわれは戦争と革命を続けることになります｣｡ そして, ホ
ット・スプリングス会議では, 以下の勧告が採択された｡ ( ) すべての政府は自国民の食料が
健康に適した状態にあるか監視する義務を負うこと｡ ( ) すべての連合国は人類の食料不足か
らの解放のために協力すべきこと｡ ( ) 永続的な国際機関を設置し, 世界食料政策を実施すべ
きこと  )｡ これらの事実を背景にして, オールが強調するのは, 世界の人々を食料不足という
欠乏から解放し チャーチルが約束した その ｢充実した生命 (         )｣ の享受
を可能にするための, 世界の経済協力体制の構築であった｡
戦後国内・世界食料政策に関するオールの主張をまとまった形で展開したのが, 『なんのた
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  ) ｢公平な条件｣ での世界貿易への参加という表現は, 合衆国による英帝国特恵関税体制切り崩しへ
の一歩となり, さらに    年２月  日の相互援助協定第７条 ｢国際通商上のすべての形の差別待遇を
[の] 撤廃｣ という条文につながった｡ 山本和人 ｢戦後経済構想をめぐる英米の角遂     ドブ
ソンの研究を中心として｣ 『(福岡大学) 商学論叢』   巻３・４号,     年；服部正治 『自由と保護
イギリス通商政策論史 (増補改訂版)』 ナカニシヤ出版,     年, 第  章を参照｡  )                                     しかし ｢共同のプール｣ という言葉を字義通
りに受け取ることはできない｡ この点は後述する｡                                                                                                      ‒      )                                   [  ‒  ]                                                                                                             オールはホット・スプリングス会議の意義を後にもこう高く評価する｡ ｢将来の歴
史家はホット・スプリングス会議を新時代の出発点とみなすであろう｡ すなわちそこでは, 科学がそ
の持てる力のすべてをもって, 人々が受け継いだ全 [潜在] 能力が肉体的精神的幸福に到達するうえ
で必要な諸条件を, 彼らに供給するために直接に適用されるのである｣｡                                                                                   ‒   








生産者に利潤を保証することだった｡ こうして, ｢潜在的豊富の真只中の貧困｣ という事態が
生まれた (      ‒ )｡
②だが現時の戦争においては, 食料輸入が大きく制限され, 多数の労働力が戦闘のために不
生産的に使用されているにもかかわらず, 最貧層の健康状態は改善された｡ これは, ( ) 戦時
の完全雇用, ( ) 高所得層への課税強化と国庫補助による食料価格の引き下げ, ( ) 配給制度
による妊婦, 児童, また炭鉱労働者や農業労働者などへの食料の優先配給によって, ｢購買力
の再分配｣ が行われているからである｡ 戦争は食料政策に ｢革命的変化｣ をもたらした｡ ｢現
在, 国民の栄養上のニーズに基づく食料政策が実施されている｣｡ イギリスの戦時食料政策は,
ホット・スプリングス会議の勧告と完全に調和している｡ 以上の戦時食料政策を ｢戦後の永続
的政策に合流｣ させる必要がある｡ 以下では供給面からの分析が主となるが, 戦時の ｢購買力
の再分配｣ を戦後に需要面から保証するものとして, 完全雇用政策と国民最低基準賃金の実施
が不可欠である (               ( )     ‒   (  )         ( )      )｡
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
  ) 『食料と国民』 は, ベヴァリッジ, ジュリアン・ハクスレイ (          ), オールを編集委員
とする, ｢未来への目標｣ シリーズの１冊として発行された｡ 本書は, ホット・スプリングス会議以
後に公刊されている｡ なお以下のオールの主張の紹介には, 同時期のオールの論説の主張も組み込ん
である｡ これらの論説は以下であるが, これらからの参照箇所については本文中に略記する｡ ( )                                                                                                        ( )                                                      (  )                                                                     ( )                                                                 ( )                                                                                                                                                     [    ] (  )                                                                                   (  )                                                                                   [    ] 
(   )                                                                                                                                                                      ( )                                                                  
③世界の人々の必要を充たすという, 戦後食料問題の解決のためには, ｢イギリスでの食料
生産は他国と同程度に容易かつ経済的に生産可能な食料に集中しなければならないであろう｣｡
それらはミルク, 野菜, 一部の果物, 卵, ベーコンといった ｢健康を守る食料｣ が中心であり,
それらの大増産が求められる｡ いずれも面積当たりの産出額と投入労働量が大きい食料である
から, イギリスのように面積が小さく人口稠密な国には適している｡ イギリス農業はデンマー
ク・オランダ型農業化する｡ 一方, 小麦, 牛肉, 羊肉, 砂糖の生産は減少し, 輸入を増大させ




加する (       ‒           ( )      ‒   (  )      )｡
④③を実現するためには, 農業生産力向上のための農場近代化策 農場再整備, 化学肥料
使用の拡大, 農業機械導入, 水利改善, 電化整備, 農業労働者の生活環境の改善など が求
められる｡ それらは国内製造業への需要拡大を生む｡ また輸入農産物増加への支払いは製造品
輸出増加を必要とする｡ こうして, ｢ヒューマン・ニーズ｣ に基づく食料供給増大は, 工業な
らびに世界貿易の拡大をもたらす｡ 過去   年間, イギリス農業への支援計画は消費者・担税
者の負担と, イギリス工業ならびに食料輸出国の犠牲で行われる, という想定のもとで考案さ
れてきた｡ しかし新しい計画では, 消費者の福利ならびに工業と貿易の拡張は, 農業の繁栄に
依存する｡ さらに世界規模で見れば, インド, 中国での農業近代化が, 鉄道, 道路, 電力, 水
利といった社会インフラをはじめとする莫大な工業財生産の増加を前提とすることも明白であ
る (          ‒               (  )       ‒    (   )    )｡
⑤戦後食料政策策定に当たって意識すべきは, 戦時食料体制において主要食料の購入・分配
に関与している, ビック・ビジネス関係者の影響力を, 戦後の ｢ヒューマン・ニーズに基づく
食料プラン｣ から排除することである｡ そのために, 国内食料政策全体を司る ｢食料計画委員
会 (                   )｣ を政府任命で形成する必要がある｡ そのもとで, ビッ
ク・ビジネスから独立した人物からなる ｢国家食料ボード (                )｣ が形成
される｡ そして国家食料ボードは以下の各種商品ボードから構成される｡ ミルク・酪農品, 牛
肉・羊肉, 卵・家禽, ベーコン・豚肉, 果物・野菜, 魚類, 穀類・飼料の各ボードがそれであ
る｡ 各商品ボードの構成員は, ビック・ビジネスからは独立した人間か, 各関係団体 (生産者,
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する｡ 商品ボードは自分の管轄する食料の卸購入者として, その商品を生産者か輸入業者から





こうして各商品ボードは, 資金の貯蔵 (        ) と, また各加工センターには食料在庫
(        ) をもつ｡ ｢食料在庫は戦後食料計画に不可欠の特質である｣｡ 各ボードは, 年間を
通して小売価格を一定にするために, 生産者からの買い入れ価格を調整する｡ そして在庫調整







引き下げる｡ こうして非効率な生産者は, 結局は排除される｡ 農業者は, 各食料の保証価格を
(その変化も含めて) 事前に告知されるので, 長期の合理的生産戦略をたてられる｡ 同様に,
小売価格を均一にする必要もない｡ 最貧層が必要な食料をその最安価なサービスでもって入手
する限りは, 小売業者が富裕者に高い価格で販売するのを認めない理由はない｡ 各ボードは,
それぞれの食料を, チェーン店, 協同組合, 小規模小売に対して同一価格で販売するが, その
後の分配方式は小売業界での競争に委ねればよい｡
こうした計画は ｢食料輸入企業と食品加工ビック・ビジネスの国有化｣ を伴う｡ 既存の農業
マーケッティング・ボードはそれに対応する商品ボードによって接収される｡ これは, 生産を
規制し・自らの利益のために価格を固定する独占的権限を持つ, 既存の生産者のためのボード
に代わって, 各商品ボードが, 国家食料ボードを通じて社会全体 (＝生産者, 分配業者, 消費
者, 担税者) に必要な食料を供給する責任を負うことを意味する｡ ただし民間企業の経営者・
労働者は各商品ボードに雇用されるし, 株主は公正なレートで政府保証債を受け取るから, 既
存の食料トレイドに劇変は生じない｡ 以上によって, 生産者と分配業者双方に対して ｢完全な
イニシャティブと自由な事業経営｣ を保証した上で, 国民のニーズに応じた, しかも ｢自由な
食料選択｣ に応じた組織が形成される｡ こうして ｢[戦中の] 配給に基づく欠乏から [戦後の]
計画に基づく豊富へ (                                )｣ の移行が実現される (       ‒           ‒   (  )     (   )     ‒  )｡
⑥現在, 連合諸国は諸資源をプール化して闘っているが, 戦後もこの体制を新たな理念の下
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
で継続すべきである｡ 戦後の食料救済策として, まずはヨーロッパの被占領地域の人々に, 小
麦, 乾燥ミルク, ビタミン剤などを送り, さらには彼らの食料消費水準を英米国民と同水準に
引き上げる必要がある  )｡ ｢食料を有する国民は自国の消費を切り詰めても, 可能なすべてを
彼らに分け与えなければならない｣｡ ｢これは新たな世界秩序の精神である｣｡ さらにヨーロッ
パ農業の再建と, ひいては世界規模での農業の再組織化が必要である｡ 現在, 世界の食料純輸
出は総食料消費の５～  ％程度であり, イギリス, ベルギー, スイスを除けば, 純輸出はすべ
ての国の総消費の僅かな割合を占めるにすぎない｡ だが戦後世界において, 戦争の恐怖からの
自由が保証されれば, 世界の食料供給はフレキシブルになり, 戦前のヨーロッパの大国が行っ
た ｢食料の国家的自給政策｣ はなくなり, ヨーロッパ農業は小麦や甜菜といった ｢非経済的な
作物｣ の生産を縮小して, 健康を守る食料を中心とする形で再編される｡ 各国は, 食料生産の
世界的分業体制の一分節として, 自国民の食習慣を考慮し, 自国でもっとも利益が上がる食料
生産に比重を移す必要がある｡ なお各国は当然にも, 人口の一定割合を土地で維持することを










・レンド計画｣ が求められる｡ 最下層の食事が健康基準に引き上げられて初めて, 貧国は債務
返済が可能となる｡ いかなる国も他国民の健康を犠牲にして貨幣を貯め込もうとは欲しない｡
さらに, 貧国民の屈辱は可能な限り回避すべきである｡ しばらくは彼らの経済的地位は不運な
ものであるが, 政治的には貧国は富国の ｢完全に対等なパートナー｣ である｡ 彼らが受けとっ
た援助を返済することが彼らの義務であるから, 義務を果たせる状況を世界が作り上げる必要
がある (       ‒              ‒      ( )       (  )      )｡
⑦ホット・スプリングス会議は, 戦前の国際連盟 『栄養問題委員会最終報告』 (    年) が
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  ) オール, ホプキンス, ドラモンド (注  の著者) らは, ナチス占領地域での深刻な食料不足を救う
ための, 飢餓救済専門家委員会をつくって活動した｡ ｢栄養学は, 戦後ヨーロッパ再建のための国際
的ヴィジョンにとって決定的に重要であった｣｡                                                    ‒    
示した, 栄養政策の究極目標は国民全階層への ｢十分な食事｣ の保証にあるとする基本精神を
戦中において受け継ぎ, さらに永続的な国際機関の設置を通じて戦後の世界全体の食料政策を
実施することを決議したという点で, ローズベルト大統領が言うように ｢エポック・メイキン
グ｣ であった｡ 同時に, 同会議は戦前の国際連盟で進行していた, そして戦争で中断された世
界的栄養向上計画の ｢復活｣ でもあった｡ しかもこの会議では, 世界の人々への十分な食事の















れたであろう｡ 当然にそこには, 一部食料ビック・ビジネスの国有化, 国家食料ボードの設置,
｢世界規模でのリース・レンド計画｣ と食料緩衝在庫制度, ｢新たな世界秩序の精神｣ という名
の博愛主義的理念の共有化  ) など, 実現に当たっていくつもの障害が予想された｡ さらにイン
ジョン・ボイド・オールの食料政策論 (中)   
  )     ～  年のベンガル飢饉では少なくとも   万人が, また天然痘, コレラ, マラリアなどの感染
症による栄養不良者の病死を含めると   万人が亡くなった｡                                    ‒    訳   ページ｡  ) ケインズは    年６月１日に, 戦後救済についての商務相ドールトン (         ) の覚書を
以下のように批判していた｡ ｢配給制度をある期間, たとえば１年程度続けることに着手するのは妥




的な試み (                        ) であると思われます｡ ……ドイツ人が必要な物資を
十分に供給されてしまうまでは, われわれはどれほど低くともこの国における配給量が戦争の終結時






宛ての手紙で, イギリスがホット・スプリングス会議に ｢小麦, 甜菜, 牛肉といった戦前の,
そして戦後にはわれわれが行うことができない政策が身についている官僚たちを派遣しないか
と心配しています｣ と記し, さらに戦前の国際連盟栄養問題委員長を務めたアスターをどうし
て代表団に加えないのか, と政府への不満を漏らしていた  )｡ また後にオールは, 同会議で世
界食料農業機関の役割を十分な執行権限をもたない ｢実地調査と諮問業務 (                        )｣ に限定しようとする主張があった, と記している  ) が, この立場こそイギ
リス政府のそれであった｡ イギリス代表団の一員として同会議に参加したライオネル・ロビン
ズ (           ) は日記 (    年５月  日) にこう記した｡ 戦後の食料不足問題が ｢あ・
まりに多く議論されることを認めるのはわれわれの利益ではない……｡ そうなれば [食料を含
・・・







は, 当初反対していた｡ 食料相ウールトン卿 (          ) はこう危惧した｡ すなわち,
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                        ‒    『ケインズ全集  巻：戦後世界の形成 雇用と商品』 平井俊
顕・立脇和夫訳, 東洋経済新報社,     年,   ‒  ページ｡  )                                                                                            ‒                                                                                                   ‒  ；服部 ｢｢自由
貿易国民｣ の興隆と解体 (下)｣ 『立教経済学研究』   巻２号,     年,    ページ｡ ｢インド総督府は    年から    年に食料不足を全国に広げ, 結果的にベンガルで大規模な飢饉を引き起こした主犯で
もある｣｡ イギリス政府は,     年  月にはカナダからのインドへの小麦供与申し入れを船舶不足の
理由で断り, インド立法府による連合国救済復興機関 (     ) への食料援助申請を差し止めた｡                                   ‒        訳       ページ｡  )                                   [  ‒  ]                       )                          ‒                                     )                                                                             ‒                                                                  
もしカナダが構成国になれば, 連合国すべてがワシントンの連合食料ボードに加わることにも
なりかねない｡ ｢このことは, 重心がロンドンからワシントンに移動し, 連合食料ボードがわ




であるべきこと, 経済が拡大すべきこと, 平和が保障されるべきこと, 以上に同意するのに困
難はない｡ 費用を全部持ってもらい, アジェンダに拘束力がなく, 贅沢なホテルで [各国が]
友好的になることは簡単だ｡ だが緩衝在庫についての議論の場合のように, 実利 (              ) に関わる問題になると, 意見は簡単には一致しない｣ (    年６月２日)  )｡
[未完]
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